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要約　18 ～ 64歳の山間部過疎地在住民を対象として，主観的健康感等の生活上の意識，自助・互助活動と
エンパワメント尺度を用い，ベースライン時と2年後の時点調査からエンパワメント関連要因を明確化する
ことを目的とした無記名自記式質問紙調査を実施した．重回帰分析の結果，エンパワメント尺度得点には，
信頼できる相談相手がいること，家族以外の他者との交流頻度，近隣との生活面での協力，委員等の委託活
動など互助活動をしていることが関連していた．また互助実践者は主観的健康感や生活満足度が高い傾向に
あったことから，これらの要因の強化を図ることで住民のエンパワメント向上につながり，コミュニティ・
エンパワメントの強化に繋がることが示唆された．
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Ⅰ．緒言

　寿命の延伸による高齢化と少子化の進行により，要
医療要介護の需要が高まることを想定して，厚生労働
省は，可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らし

（QOL）を人生の最期まで続けることができるよう，
地域における包括的な支援・サービス提供体制を整え
る「地域包括ケアシステム」の構築を提唱している1）．
それを受けて市町村には，地域の実情に応じて，保健
行政が推進する予防と福祉サービスや地域住民による
生活支援，医療，介護の提供により，住み慣れた地域
で生活することを支援するための独自のシステムづく
りと連携・ネットワーク形成が求められている2）．し
かし，人口流出が続き，医療機関や介護サービス提供

事業所などの社会資源が乏しい過疎地では，生活環境
や医療保健福祉環境が整っている都市とは異なり，医
療や介護サービスの提供の制限があることや家族や近
隣住民によるインフォーマルサポートが得られにくい
ことから，健康状態の影響から生活の維持が困難な状
況になると，地域外の施設や家族の居住地に転出する
ことが報告されている3）．また在宅療養をしている要
介護者が受ける訪問看護サービス提供事業所がない地
域の要介護者の潜在的な訪問看護のニーズは，「利用
したくても利用できない」環境下での不安な生活を強
いられていることが指摘されている4）． 
　内閣府による地域の65歳以上の介護保険被保険者の
介護認定状況を示す介護認定率に影響している要因分
析を行った結果では，高齢化率以外の介護認定率に相
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関する要因として，介護保険施設の定員を含む介護
サービス供給体制との関連が報告されている5）．
　一方，要介護認定率の低下に関連する他の要因とし
ては，運動を中心とした要介護予防事業の参加率やそ
の介護予防事業を計画し，住民参加を推進する役割を
担う保健師数，住民と保健福祉行政とをつなぐ役割を
持つ民生委員数などの能動的に住民に対する支援を行
う役割を担う人材が挙げられている5）．
　著者らは，奈良県内の人口3万人規模の町において，
介護予防プログラムの策定と実施評価に継続的に関わ
り，閉じこもり防止と下肢筋力強化，栄養改善に重点
をおいた教育プログラム終了後の短期間での評価で一
定の効果を得た6-7）．しかし，これらの一部の高齢者に
対するポピュレーションアプローチおよびハイリスク
アプローチでは実施人数に限界があり，要支援者や要
介護者数減少といったアウトカムが得られていないと
いう課題がある．
　本来，地域包括ケアシステムの「包括」には，全て
の発達段階のあらゆる疾病や障害を持つ人々に対する
予防に重点をおいた保健行政による住民へのヘルスプ
ロモーション教育と場の提供，医療機関や薬局・訪問
看護を含む医療提供施設による質が担保された利便性
のある医療と介護，福祉が複合的に適用され連携し，
生活の維持とQOLの向上が図られることを意味して
おり，地域住民が能動的に予防に対するセルフケアを
行う自助と隣人への助け合いや支えあいを行う互助の
強化が必要となる．
　また地域包括ケアシステム構築が喫緊の課題となっ
た2025年問題の中で重要視されている要介護認定要因
第2 位の認知症に対しては，40 歳からの早期予防の
必要性が言われているが，認知症高齢者やその家族を
対象とした研究では，関係職種やケア実践者の連携が
QOL に関与することを明らかにしており，地域ぐる
みでの早期予防と当事者及び家族へのケアの重要性が
報告されている8-9）．
　以上のことから社会資源が少ない過疎地において
は，住民のインフォーマルサポートの状況が地域での
生活を支える基盤となるため，住民が持つ潜在能力で
あるエンパワメントを活用し，それを集約したことで
活性化される住民みずから地域づくりに主体的に参加
するコミュニティ・エンパワメントを高め，その地域
での生活を継続できるシステムづくりが必要不可欠で
ある10）．
　個人が持つ潜在能力としてのエンパワメントは多様
な定義がなされているが，清水らは，各定義に共通す
るものとして自己の生活に対して意思決定をし，行動
する能力であり，参加する組織や生活の場であるコ

ミュニティの状況が相互に影響しあい，「参加」－「対
話」－「仲間意識と問題意識の高揚」－「行動」の過
程を辿り，個人のエンパワメントはコミュニティ・エ
ンパワメントと相互作用するとしている11）．すなわち
個人が自らが置かれている状況において，他者との対
話により仲間意識を持ち共通の課題についての問題意
識が高まることにより，その解決のための行動へとつ
ながるものであり，地域包括ケアシステムにおいて国
が重要視しているコミュニティでの人々のつながりの
強化と助け合いである互助そのものであると言える．
　本来の地域包括ケアシステムは高齢者のみを対象と
するのではなく，高齢者になる前の住民を視野に入れ
たケアシステムの構築が重要であり，医療機関等の社
会資源が乏しく，人口減少により地域のつながりその
ものが弱体化している過疎地においては，人的資源で
ある住民のセルフケア能力やエンパワメントを高め，
それらを基盤とした地域のつながりを推進するコミュ
ニティ・エンパワメントの強化が喫緊の課題である．
特に高齢化と人口減少が加速する過疎地においては，
高齢者など生活支援を要する住民に対するインフォー
マルサポートの担い手として，幅広い世代の住民の参
画を促すことが必要となり，自らもインフォーマルサ
ポーターであることの自覚と支援活動への参加への動
機づけを図ることが重要となる．しかしながら本邦に
おいては，過疎地住民の自助・互助の意識とエンパワ
メントの関連に関して継続した調査結果は見当たらな
い．
　そこで本研究は，奈良県の山間部の過疎地をフィー
ルドとして，過疎地住民の自助・互助につながる個人
の健康づくりに関する自助としてのセルフケアおよび
エンパワメント状況の把握からその強化を図ることを
目的とした教育介入研究を実施した．その概要を図１
に示す．
　本稿では，ベースライン調査と2年後の継続調査に
おける住民のセルフケアおよびエンパワメント状況の
変化と互助への意識等の状況からエンパワメントへの
関連要因に焦点をあてて検討した．
　個人のエンパワメントの把握方法としてのエンパワ
メント尺度には，就業者を対象とした職務エンパワメ
ント12）や健康推進員13）や保健師14）など一定の役割を
有する者を対象とした尺度があるが，上記のような役
割を保有しない一般住民を対象とした尺度は百瀬が開
発した高齢者のヘルスプロモーションにおけるエンパ
ワメント尺度15）しか見当たらない．この尺度開発の
目的は高齢者を対象としているものの，“地域活動に
参加することにより意識や考えがどのように変化した
かを測定し個人の心理的側面に焦点をあてる”として
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おり，その尺度項目は，米国版エンパワメント尺度を
基盤に「自己の可能性に対する気づき」「相互作用に
よる問題の意識化」「積極的行動への指向」の３つの
因子から構成され，妥当性が検証されていることと尺
度の内容は年齢に関係なく適用が可能であり，12項目

で回答が容易であることからも本研究の目的とも一致
しており適切だと考えられたため許諾を得て用いた．
そのエンパワメント尺度の構成因子内容を表1に示す．
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図１．過疎地住民のエンパワメントと互助強化介入概要

表1．エンパワメント尺度の構成内容
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Ⅱ．研究方法

１．フィールド地域の概要
　本研究は，奈良県内の山間部に位置するＡ村を
フィールドとした．Ａ村をフィールドとした理由は，
本学看護学生の実習地域として5年前から関わってい
たことから地域情報を理解しており，その関わりの中
で，先述した要介護状況になると生活の維持が困難と
なり移転を余儀なくされ，住み慣れた地域で最後まで
暮らすことが困難になっていることを把握できていた
ことによる．
　A村は，平成27（2015）年国勢調査（総務省統計局）
における人口が1313人で，65歳以上の高齢者が村人口
に占める割合である高齢化率は56.3%で奈良県内では
最も高く，15 ～ 64歳までの生産年齢人口割合は約
40%で16），働く世代の減少が顕著な地域であった．山
林が村のほとんどを占め26の大字（住民の居住地区単
位）がその山林の谷あいに散在しており，また高齢者
のみの世帯が10世帯以下で生活している限界集落が多
数あり，自動車がなければ村役場や診療所への移動が
困難で，村が運営するコミュニティバスが唯一の公共
交通機関であるが，冬季には積雪と急な山道で自動車
での移動も困難になる気候および地理的状況にあっ
た．村内の医療機関としては，村立診療所と歯科診療
所があり，介護保険サービス提供事業所は，地域包括
支援センターである社会福祉協議会が有するデイサー
ビス兼ヘルパーステーション1件のみであった．

２．研究対象者
　2017年のベースライン調査の対象者は，互助を担う
人材として生産年齢のうち，18 ～ 64歳の住民を村の
協力を得て把握した546人であった．2年後の継続調査
対象者は，同様の方法で把握し，死亡者や村外に移転
した住民を除外した490人であった．

３．調査方法
１）調査項目
　調査項目は，先述した実習で住民の健康状況や保健行
動を把握するために用いていた奈良県健康長寿調査票17）

を基盤として，地域介入先行研究であるKAGUYAプ
ロジェクトの調査内容18）等から以下の互助に関する
項目，認知症に関する項目を選定した．分析対象とし
ている項目は選択肢を（）に記載した．

（1） 基本属性：年齢・性別・世帯構成・居住地区と居
住年数・職業（無職・農業・自営業・会社や役場
などで勤務（正規雇用）・パートやアルバイト内
職等の非正規雇用）．

（2） 生活状況：経済的状況（大変苦しい・苦しい・ふ
つう・ややゆとりがある・大変ゆとりがある）・
生活満足度（非常に満足している・満足してい
る・やや不満である・不満足である・どちらでも
ない）・時間的ゆとり（十分にある方だ・まああ
る方だ・あまりゆとりはない・ほとんどない）

（3） 健康や保健行動状況：医療保険の種類・主観的健
康感（よい・まあよい・ふつう・あまりよくな
い・よくない）・高血圧・糖尿病・心臓病・脳卒
中・骨粗鬆症・関節リウマチ・脂質異常症と診断
された主要生活習慣病保有状況・健診受診状況・
保健行動10項目[1）食事は腹八分にしている・2）
食事は10分以上かけている・3）毎日乳製品をとっ
ている・4）毎日野菜料理を食べている・5）毎日
果物を食べている・6）味噌汁やスープなどは1日
2杯以上飲まないようにしている・7）油の多い料
理を控えている・8）肉より魚を食べている・9）
外食をしないようにしている・10）1日3食（朝昼
夕）食べる]・塩分チェック13項目19）（塩分摂取推
定量に換算可）・運動習慣（運動を毎日している・
週2回以上を1回30分以上かつ1年継続している）・
一週間単位の身体活動量・転倒リスク・介護認定
状況・睡眠・喫煙・飲酒状況

（4） 近隣つながり関連項目：家族以外の他者交流頻度
（週2回以上・週1回・月1回・半年に1度・年に1回
程度・全くない）・信頼できる相談者の有無（い
る・いない）・近所との付き合い方（生活面で協
力・立ち話程度・あいさつのみ・つきあいなし）

（5） 認知症関連項目：認知症の相談機関や疾患の知識
（知っている・知らない）・身近な認知症者の存在
（いる・いない）や認知症への不安の有無（全く
ない・ほとんどない・少しある・ある・とてもあ
る）

（6） 互助関連項目：村内居住区における社会参加状況
8項目：家族以外の他者との交流・村や地区の行
事参加・村から委託される委員活動・地区役員・
婦人会（女性のみ）・PTA活動・ボランティア活
動・その他の活動をProchaskaの変容ステージモ
デルの段階20）5つのステージ段階（1：全くする
気はない・2：6 ヶ月以内に参加する気はある・
3：1 ヶ月以内に参加準備中・4：すでに参加して
6 ヶ月未満・5：すでに6 ヶ月以上継続中）．

（7） 生活支援行動実践（互助実行）10項目：地区内の
自治会分担・見守り・相談相手・ゴミ出し・買い
物支援・住まいの清掃・庭の手入れ・調理手伝
い・通院送迎・行事参加送迎での5つのステージ
段階（上記と同区分）
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（8） 助け合いの考え10項目：お互い様・できることに
限りがある・プライバシーへの気遣い・当事者が
遠慮する・多忙でできない・体力的に難しい・住
民の主体的な助け合いが必要・支援を受けるとき
は費用負担がよい・専門的人材が必要・公的サー
ビスが必要（はい・いいえ）

（9） 今後の村での生活での不安項目8項目：自身の病
気・経済的不安・介護される立場になること・介
護される立場になること・家族のつながりが弱く
なること・近所や知人・友人とのつながりが弱く
なること・家族の健康状態・住まいの不安（は
い・いいえ）

（10） 教育介入参加意思（ベースライン）
（11）エンパワメント尺度12項目
　　 継続調査項目は，上記の教育介入参加意思を教育

介入で参加した種別と参加しなかった理由に置き
換えたのみで他は同一とした．

２）データ収集方法
　　 　ID化した個別番号を用いた自記式質問紙を用

いて，郵送法による配布回収を行った．データ収
集の手順として，対象者の理解を得るために村で
全戸配布される広報に本研究目的と概要（プロセ
ス含む）を示したリーフレットを挟み込み，研究
内容への周知を図った他，スタートイベントとし
て，地域特性が類似した住民主体の互助活動先進
地域の診療所医師と住民を招聘したシンポジウム
を開催し，参加者には研究概要を説明した．また
質問紙回収率の向上を図るため，返送締め切り前
に督促葉書きを対象者全員に送付した．

３）倫理的配慮
　　 　調査対象者には，研究目的と概要，プライバシー

の保護，調査協力は自由意志であること研究協力
撤回が可能であることついて書かれた研究協力依
頼書を質問紙郵送時に添付し，質問紙への記入と
返送をもって，研究協力への同意とみなした．な
お，事前に所属する大学の研究倫理委員会の承認
を受けた（承認番号H29-27）．

４）調査期間
　　 　ベースライン調査は，2017年12 ～ 2018年1月，

継続調査は2019年12月～ 2020年1月に実施した．

４．分析方法
　まず先行研究から互助やエンパワメントに関連する
項目として，性別・年齢，高齢者同居・暮らし向き・
生活満足感・時間的ゆとり・主観的健康感・主要生活
習慣病保有状況・家族以外の他者交流頻度・信頼でき
る相談相手・近隣との生活面での協力・身近での認知

症者の存在・認知症に対する不安・社会参加状況とし
て行事参加・委託される委員活動・地区役員・ボラン
ティア活動を選定した．それぞれの項目をある・なし
の2群化し，行動ステージで把握している項目につい
ては1 ～ 3を（0：なし）とし，ステージ4 ～ 5を（1：
ある：実践中）に2群化した．次にエンパワメント尺
度の回答は，非常にあてはまる5点・ややあてはまる4
点・どちらともいえない3点・あまりあてはまらない2
点・全くあてはまらない1点を配点し12項目を合算し
てエンパワメント得点とした．選択した項目について，
エンパワメント得点平均値をt検定にて調査年毎と2年
継続回答した者で群内比較を行った．
　また地区内互助活動について，5つのステージ区分
より「すでに参加して6 ヶ月未満」と「すでに6 ヶ月
以上継続中」を実行中に，「全くする気はない」「6 ヶ
月以内に参加する気がある」「1 ヶ月以内に参加準備
中」を未実行に2群化し，互助関連項目でFisherの直
接法を用いて，各年回答者全体・連続回答者での2017
年・2019年分とで分析した．これらから関連が明確な
項目について，エンパワメント尺度完全回答者での
2017年・2019年分でエンパワメント得点と第一因子・
第二因子・第三因子計を従属変数，関連項目を説明変
数として重回帰分析を行った．事前に各項目間の相関
係数|r| <0.8であることを確認し，重回帰分析には強制
投入法を用いて，全てを投入後モデル形成状況として，
多重共線性はVIF値とp値，モデルの適合性として調
整済R2・異なる誤差項間の相関状況については
Durbin-Watson比で2前後であることを確認し，関連
状況を確認した．有意水準は，0.05未満とし，統計解
析にはSPSS for Windows ver21.0を用いた．

Ⅲ．結果

　ベースライン調査の回答者数は200人で回収率は
36.6%，本研究の目的に沿った回答がなされているも
のを有効回答とした結果，有効回答数は194人で有効
回答率は97.0%であった．一方継続調査の回答者数は
490人で回収率は37.6%，有効回答は182人で有効回答
率は98.9%であった．両年ともエンパワメント尺度を
完全回答した96人分を含めたものを表2に示した．
１．回答者の属性と保健行動（自助）と主観的健康感
の状況
　男女比では，女性がベースライン調査で53.6%，継
続調査で51.5%と男性よりやや多い傾向は各年および
両年回答者においても同様であった．
　年齢構成では，60歳代がベースライン調査で32.5%
であったが，継続調査では43.9%，連続回答者ではさ
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らに35.4%から50%に増加していた．職業では，無職
が20%前後で推移し，パートやアルバイトなどの非正
規労働が30%前後でやや増えていた．家族構成では，
単身者の増加傾向が観られ，反対に親族同居がやや減
少傾向にあった．食生活保健行動得点平均と運動習慣
のある者は，やや増加傾向がみられ，塩分チェックで
の塩分摂取推定量平均では，連続回答者では15.1から
10.9へと有意に減少していた（p<0.001）．主観的健康
状態は，2019年はべ―ライン時より，全体および連続
回答者で「よい」がやや増加しており，「よくない」
が減少傾向にあった．

２．属性や生活関連項目のエンパワメント得点平均比
較状況
　属性項目と「暮らし向き」・「生活満足感」・「時間ゆ
とり」・「主観的健康感」「主要生活習慣病保有状況」
をある・なしの2群に分け，調査年毎のエンパワメン
ト得点の平均値で比較した結果を表3に示した．
ベースライン調査では，「生活満足感」での満足群が
高く（p =0.001），継続調査では，同じく「生活満足感」
での満足群と「主観的健康感」でよい群が有意に高く

（p =0.01），連続回答者でも「主観的健康感」がよい
群は同様に高かった（ｐ=0.001）が，「主観的健康感」

表2．回答者の属性と保健行動の状況

2017 2019 2017 2019
N 194 182

(% (% (% (%
[ ]

90 46.4 88(48.4)
104(53.6 94(51.6)

[ ]
SD 51.7 11.74 52.7 12.59 53.1 10.70 56.1 11.86

15-19 2(1.0 0 0 0
20-29 11(5.7 10(5.5) 4(4.2) 4(4.2)
30-39 18(9.3) 24(13.2) 8(8.3 7(7.3
40-49 36(18.6 24(13.2) 16 16.7 13 13.5
50-59 64(32.9 44(24.2) 34(35.4 24(25.0
60 63(32.5 80(43.9) 34(35.4 48 50.0

[ ]
38(19.6 31(17.1 19(19.8) 20(20.8)

1(0.5 2(1.1) 0 1(1.0
32(16.5) 25(13.7 17(17.7 15(15.6
63(32.5 63(34.6) 30(31.3 28(29.2
53(27.3) 57(31.3 34(29.2) 31(32.3)

[ ]
22(11.3) 36 19.7 8(8.3) 13(13.5)
55(28.4) 36 19.7 30(31.3 30(31.3
78(40.2) 67(36.8) 38(39.6) 38(39.6)

3 20(10.3) 21(11.5) 11(11.5) 12(12.5)
 14(7.2) 9 4.9 8(8.3 3(3.1

[ ]
SD 1) 5.8 2.61) 6.0(2.50) 6.3(2.3) 6.6(2.18) 0.14

SD 2) 14.6(5.21) 11.8(4.37) 15.1(5.1) 10.9(4.23) <0.001
3 24 12.9 32(17.6) 22(22.9) 29(30.2) 0.26

24(12.6 33(18.3 13 13.7) 18 18.8
46 24.2 34 18.9 20 21.1 14 14.6
96 60.5 96 53.3 53 55.8) 60 62.5
22 11.6) 16 8.9 7 7.4) 3 3.1
2 1.1 1 0.6 2 2.1 1 1.0

:
10 1 0

2 13
2 30 1

a) t b)McNemar

P

42 43.8
54 56.3)

96
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がよい群の中で主要生活習慣病保有者は，全体ベース
ライン時が78人，2019年72人で約半数であり，連続回
答者でベースライン時38人から2019年が49人へと増加
していた．その主要生活習慣病保有の有無別のエンパ
ワメント得点では，全体ベースラインおよび2019年は
44%前後が疾病を保有し，連続回答者はベースライン
時43人から2019年は51人と増加していたがエンパワメ
ント得点平均値は42 ～ 43前後でほぼ同様で有意差は
なかった．
３．近所付き合い・認知症関連・社会参加関連項目の
エンパワメント得点平均比較状況
　次に近所付き合い・認知症関連・社会参加関連項目
のエンパワメント得点平均比較状況を表4に示した．
近所付き合い関連では，「家族以外の他者との交流頻
度」頻度高群は全体ベースライン125人（64.4%），
2019年114人（62.6%）で，連続回答者でベースライン
66人（68.8%），2019年67人（69.8%）でエンパワメン
ト得点平均比較では低群が35 ～ 37前後であるのに対
し，頻度高群は45前後で有意に高かった（p＜0.001，

p =0.002）．「信頼できる相談相手」がいるはベースラ
イン114人（58.8%），2019年107人（58.8%），連続回答
者でベースライン63人（65.6%），2019年66名（68.8%）
でいないが37 ～ 39前後であるのに対し，44 ～ 46前後
で有意に高かった（p＜0.001，p =0.003）．「近隣との
生活面での協力」ありは全体べースライン51人（26.2%）
で，2019年39人（21.4%）と減少していたが，連続回
答者は両年とも30人（31.1%）で，ベースライン，継
続調査全体・連続回答者ともになしが40前後であるの
に対し47 ～ 50と有意に高く，特に2019年の連続回答
者が高かった（p＜0.001）．　
　社会参加実践状況では，「村や地区の行事参加」あ
りは，ベースライン全体で131人（66.8%）， 2019年117
人（64.3%），連続回答者は両年とも71名（73.9%）で，
参加なしが37 ～ 39前後であるのに対し参加ありは43
～ 46で 有 意 に 高 か っ た（p＜0.001，p=0.005，
p=0.012）．「村から委託される委員等」ありは，ベー
スライン全体 37人（19.1%）で2019年45人（24.7%），
連続回答者はベースライン15人（15.6%）から2019年

表３．属性と生活関連項目のエンパワメント得点平均比較

N 194 182

EP EP EP EP

Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD

[ ] 42.1(8.62 42.0(9.01 43.3(7.89 43.4(8.21 0.57 C

[ ]
85 41.7(9.48 82 41.4(9.10 43 42.9(8.06) 43 42.5(8.50
99 42.3(7.86 95 42.5(8.96 53 43.6(7.82) 53 44.1(7.96

[ 2 ]
50 62 41.6(8.31 57 41.4(9.08 28 43.4(8.08 24 43.1(8.07
50 122 42.2(8.81 117 42.3(9.00 68 42.6(7.39 71 43.1(8.07

[ 2 ]
36 39.7(8.73 28 42.0(9.57) 19 40.7(8.06 19 40.3(8.20

142 42.4(8.48 141 41.9(9.01) 75 43.8 7.64 74 44.1 8.24

[ ]

75 41.8(7.93 79 40.6(8.95) 39 41.6(7.80 43 42.3(7.67

109 42.2(9.10 68 43.2(9.40) 57 44.3(7.78 38 44.7(9.08

[ ]
50 43.5(7.91 51 42.4(10.38) 31 43.7(9.32 28 44.3(10.67

130 41.3(8.83 121 41.8(8.49) 64 42.7(6.98 67 42.9(7.07

[ ]
79 39.5(9.43 83 40.1(10.07) 44 41.1(8.63 41 42.3(9.44
98 43.9(7.50 89 43.7(7.68) 51 44.8(6.59 54 44.1(7.24

[ ]
78 43.2(7.95 81 41.5(9.01) 48 44.6(6.49 48 43.5(8.88

101 41.0(9.07 89 43.0(8.40) 46 41.5(8.82 47 43.0(7.66

[ ]
21 39.6(8.40) 17 37.0(7.64) 9 40.3(6.75 4 33.8(7.23

159 42.2(8.63) 155 42.5(9.06) 86 43.3(7.87 91 43.7(8.08
78 72 38 49

[ ]
1 88 41.2(9.27 76 41.6(8.13 43 42.9 8.76 51 42.9 7.72

83 42.7(8.05 90 42.6(9.92) 47 43.6(6.83 43 44.3 8.72

t c t

0.24 0.45 0.67 0.42

0.69

0.10

0.09

0.65

0.62

0.42

0.54

0.92

0.75

0.12

0.001

0.09

0.19

0.09

0.7

0.01

0.25

0.01

(2019

n P

96
(2017 (2019 (2017

n P n P n P

0.64

0.12

0.36

0.27

0.006

0.55

0.002

0.54

0.32

0.77

0.01

0.73

0.07

0.18
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30人（31.2%）と増加し，なしが40前後であるのに対
し44 ～ 46で連続回答者のベースラインを除き有意に
高かった（p=0.007，p=0.005，p=0.001）．「地区役員」
ありはベースライン全体で49人（25.2%）2019年41人

（22.5%），連続回答者はベースライン27人（28.1%）か
ら2019年28人でなしが41前後であるのに対し43 ～ 46
前後で，2019年の連続回答者を除き有意に高かった

（p=0.09， p＝0.01）．「ボランティア活動」ありはベー
スライン全体2019年全体ともに53人（27.3%，29.1%）で，
連続回答者はベースライン27人（28.1%）から2019年
35人（36.5％）に増加し，なしが39 ～ 41前後である
のに対し44 ～ 47で有意に高く（p＝0.01，p＜0.001，
p=0.02，p＜0.001，），連続回答者の平均値がやや高い
傾向がみられた．
　また，地区内の自治会分担・見守り・相談相手・ゴ
ミ出し・買い物支援・住まいの清掃・庭の手入れ・調
理手伝い・通院送迎・行事参加送迎の10項目の互助活
動を互助活動10項目で「すでに参加して6 ヶ月未満」

と「すでに6 ヶ月以上継続中」を“実行中”群とし，
それ以外を“未実行”群とした2群間のエンパワメン
ト得点平均は，両年および連続回答者で有意に“実行
中”群が高かった（p＜0.001， p=0.003，p=0.01）．
４．互助実行の有無と属性と互助の意識の状況
　表4で示した互助活動10項目実行中群と未実行群に
ついて，性別や年代・生活状況項目・互助への意識項
目について，Fisherの直接法を用いて比較した（表5）．
　性別では実行中はベースライン時の男性62.9%，50
歳 以 上75.7%で 有 意 に 高 か っ た が（p =0.006，p 
=0.004），連続回答者は2019年では女性が増加してい
た．
　互助への意識では，「お互い様なのでできることは
したい」は実行未実行に関わらずベースライン100%，
2019年が実行中98.8%，未実行96.4%で，連続回答者に
おいても同様であった．また「住民が主体的に助け合
うことは必要」と考える村民は実行未実行ともに90%
以上で，「専門的な人材が支援を行う方が安心だ」「行

N 194 182
EP EP EP EP

Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD

[ ]

43 37.4(8.25) 45 35.7(10.16) 24 39.0(8.02 19 35.8(9.12

1 125 44.2(8.11) 114 44.5(7.46) 66 45.0(7.51 67 45.6(6.90

[ ]
69 37.3(7.98) 62 37.2(8.65) 33 37.7(6.35 29 39.7(7.14

114 44.8(7.85) 107 44.8(8.22) 63 46.3(7.01 66 45.1(8.21

[ ]
132 40.1(8.18) 131 39.9(8.57) 65 40.9(7.27 65 40.9(7.27
51 47.0(7.85) 39 48.6(7.26) 30 48.7(6.67 30 50.0(7.23

[ ]
107 41.6(8.33) 98 41.1(10.06) 58 42.6(8.56 61 42.3(9.22
77 42.6(9.04) 73 43.4(6.86) 38 44.4 6.71 35 44.9 5.83

[ ]
61 42.4(7.61) 53 43.2(9.12) 28 42.9(7.76 28 44.1(8.29

120 41.8(9.18) 119 41.4(9.02) 67 43.5(8.04 68 43.1(8.21

[ ]
1)

39 37.5(8.55) 48 37.8(9.44) 19 38.9(8.84 20 39.3(8.47
( 131 43.7(8.32) 117 43.6(8.50) 71 46.3(7.42) 71 44.5(7.91)

2)
110 40.57(8.89) 107 40.1(9.10) 59 42.2(8.05 53 40.(8.19

( 37 45.1(7.80) 45 44.5(8.13) 15 46.0(8.06 30 46.7(6.99

3)
102 41.04(8.23) 104 40.5(9.53) 52 41.7 8.37 53 41.7 8.44

( 49 43.61(10.41) 41 43.3(7.25) 27 46.4(7.57 28 44.4(7.05

4)
95 40.6(8.37) 101 39.9(9.23) 54 41.6(7.71 51 40.6(8.34

( 53 44.5(8.29) 53 45.5(8.49) 27 45.9(8.34 35 47.5(6.91

69 45.6 7.42 80 44.8(8.90 39 46.6(7.94 51 45.2 8.70
83 40.6(8.10 82 39.3(9.10 43 41.4(7.58 40 40.8(7.28

t (

0.001 0.001 0.003 0.01

0.02 0.001

0.1

0.005

0.01

0.73

0.29

0.001

0.001

0.002

(2017

0.086

0.001

0.005

0.09

0.001

0.24

0.001

0.007

0.09

0.01

0.7

(2017 (2019

n P Pn

(2019
96

n P n P

0.001

0.15

0.001

0.003

0.001

0.15

0.59

0.012

0.001 0.001

0.001 0.001

0.001 0.001

0.41

表4．近所付き合い・認知症および社会参加関連項目エンパワメント得点平均比較
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政が公助の責任で推進する必要がある」は，実行の有
無に関わらず住民の80%近くが肯定していたが，未実
行群でやや高い傾向がみられた．
５．連続回答者のエンパワメント尺度の因子構成別得
点の状況からの関連要因
　連続回答者96人のエンパワメント項目全体と各因子
毎の平均値とCronbach αから各年毎に信頼性を確認
した． Cronbach αは，全体0.825 ～ 0.829，第一因子
0.732 ～ 0.745，第二因子0.811 ～ 0.805，第三因子0.805
～ 0.813であった．各因子毎で平均値が４近くで高い
のは，第一因子では3）熱中できる活動や趣味がある，
6）自分のしたことで人に喜んでもらえると感じるこ
とがあるで，第二因子では，7）自分の話を熱心に聞
いてくれる人がいる，9）地区の人とつながりがあるで，
第三因子では，10）みんなと一緒ならたいていのこと
はできるであった．両年の各尺度項目と因子の平均値
の対応のあるt検定では，第一因子「私は新しい自分
を発見することがある」が有意に2019年度で高くなっ

ていた（表6）．
　上記平均値の比較より，継続調査で正規性があり有
意差が認められた「信頼できる相談相手」，「家族以外
の他者との交流頻度」，「近隣との生活面での協力」，「村
や地区の行事参加」，「村から委託される委員等」，互
助実践，「主観的健康感」はよくない1 ～よい5の連続
数を，自助活動としての保健行動得点，および調整項
目として，性別，年齢を調整項目として加え独立変数
とし，ベースラインと2019年のエンパワメント得点総
計と各因子計を従属変数として重回帰分析を行った．
事前に選定した独立変数とエンパワメント尺度得点と
上記互助関連項目の相関状況を確認し，相関係数は
|r|<0.8であった．また多重共線性についても確認しな
がら分析した結果，「信頼できる相談相手」はベース
ラインでは全体と第二・三因子および2019年第二因子
で，「家族以外の他者との交流頻度」は2019年の総点
および各尺度因子全てで，「近隣との生活面での協力」
は2019年全体で，「村や地区の行事参加」は，2019年

表５．互助活動実行の有無と属性および互助への意識
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第三因子で．「村から委託される委員等」は2019年総
得点と第二・第三因子で，「主観的健康感」は2019年
総得点，第一因子で関連が示された，ベースラインの
みでの関連が示されたのは，「地区内近隣者への互助
実践」「食生活保健行動得点」であった（表7）． 

Ⅳ．考察

　エンパワメント尺度に関連する項目として両年とも
に関連が示されたのは「信頼できる相談相手」，「近隣
との生活面での協力」で，2019年に関連が示されたの
は「家族以外の他者との交流頻度」，「村から委託され
る委員等」，「主観的健康感」であった．これは百瀬の
尺度開発の自己の行動に対する意識や考えの変化と捉
えることが可能であると考えられることから，これら
に関連する状況についてA村の状況や特性に焦点をあ
てて考察する．

　エンパワメントの概念では，身近な隣人とつながり，
何かのために行動することそのものが，自己の潜在能
力を活かすことを表していると考えられている．両年
ともに関連が示された「近隣との生活面での協力」は
エンパワメント尺度の第二因子に含まれている「地区
の人とつながりがある」が両年ともに高い平均値で
あったが，これには「信頼できる相談者」がA村に多
いことや「近隣との生活面での協力」の状況が影響し
ていると考えられる．この背景となるものとして,　
ベースラインで示された関連因子である「信頼できる
相談相手」「家族以外の他者との交流頻度」が示され
たことである．表４で示した「家族以外の他者との交
流頻度」がべースライン全回答者で64%，2019年では
62％であるのに対し，連続回答者は2017年68%，2019
年69%であることから他者との交流が高い人々である
と考えられる．また「信頼できる相談相手」は連続回
答者の65 ～ 68%近くがいる状況であった．
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表6．エンパワメント尺度得点結果と信頼係数
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表7．エンパワメント得点の総得点と各因子別関連要因
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　奈良県の健康長寿調査結果では，近所で信頼して相
談できる人が「いる」人の割合は，ベースラインと同
じ2017年度男性が43.2％，女性が55.2％ 17），2018年度
男性が39.1％，女性が53.4％で21），A村は全体回答者
を含めても「信頼できる相談相手」がいる割合が奈良
県平均より高くなっていた．
　「近隣との生活面での協力」はベースライン全回答
者で26%，2019年では21%であるのに対し，連続回答
者はベースライン，2019年ともに31%であったが，都
市部の近隣とのつながりを調査した結果では，「生活
面での協力」は11.8%とA村と比べても低い状況であ
ることから22），A村のような人や社会資源が少ない厳
しい環境下で暮らしていくには，助け合って暮らすこ
とが前提となるといった状況があり，必然的に近隣で
の声かけや生活面での困りごとに対する助け合いの基
盤としての「お互い様」の意識形成と実際の困りごと
に対する互助行動ができるような仕組みづくりが必要
となる．
　A村における「お互い様」の意識は，互助実行の有
無に関わらずほぼ全員が保有しており，「住民が主体
的に助けあうことは必要だ」と言う意識も同様に高
かった．しかし互助を実行している割合は，ベースラ
イン全体で36%，2019年全体で45%，連続回答者でベー
スライン40%，2019年53%であった．連続回答者では
エンパワメント尺度の関連要因として，「村からの委
員等の委託」が示されたが，　ベースライン時よりも
2019年は「村から委託される委員」実行者が15人から
30人に倍増していることから，村から信頼されている
住民で積極的な互助活動を実践している人々が多く含
まれていると考えられた．そういった活動によりエン
パワメント尺度第一因子の「熱中できる活動や趣味が
ある」「自分のしたことで人に喜んでもらえると感じ
ていることがある」の平均値がベースラインよりも
2019年が高くなっていたことが示され，活動を通して
自己の可能性の気づきとなっていると考えられる．
　これらの委員活動には役割意識が必要となるため，
年齢が64歳以下であっても「目的縁による仲間づく
り」，「地縁による仲間づくり」が65歳以上に比べ高く，
目的意識のある地域での身近な仲間づくりが地域での助け
合いの意識に影響していることが報告されている23）．また
これらの活動から社会貢献を通して他者に対して役立
つ自分となり，社会貢献は自己の有用感や自尊感情を
高めるという報告もあることから24）ことと，連続回
答者の両年エンパワメント総得点平均値比較では有意
差はなかったものの，「私は新しい自分を発見するこ
とがある」の平均値が2.9から3.2と有意に高くなって
いることからも自己肯定感からの自尊感情が高まり，

同じ活動をしている仲間との結束や活動の成果に対す
る話合いを通して第一因子の「自己の可能性に対する
気づき」総計平均が21.4から21.8へと高まっているこ
とが考えられる．
　また中高年が含まれる一般住民の地域社会活動への
参加に関する意識調査結果では「自分自身が健康であ
ること」が最も高く，「一緒に活動する仲間がいること」
が次点で社会参加するにもまずは健康であることが重
要視されている25）．エンパワメント関連要因にも「主
観的健康感」が示されたが，社会参加や人とのつなが
りを構成指標とするソーシャルキャピタルにおいて，
疾患保有状況よりも主観的健康感が関連していること
が示されており26），本研究の結果でも主観的健康感が
よいと回答した者の半数以上が疾病を保有しているこ
とからも身体的健康状態だけでなく，先述した自己の
可能性や人とのつながりから「みなと一緒ならたいて
いのことはできる」という自己効力感から派生してい
る精神的健康となっているものと考えられる．
　以上のことから，地域の中での他者との交流や役割
意識を伴う社会参加活動を通して個人のエンパワメン
トが強化され，引いては個人がそれらの活動を通し
て，活動の意義を感じ「みんなと一緒ならたいていの
ことができる」と感じることが集約されることによ
り，コミュニティ・エンパワメントの強化にもつなが
ることが示唆された．
　しかし，一方で連続回答者数は2019年度調査におけ
る全対象者数の20%未満であり，壮年層の回答が少な
かったことからその世代の状況を言及することは難し
いが，50歳で区切った年齢2分での有意差もなかった
ことから基本としてお互い様と言う意識で協力しあう
土壌を活かして，それを若い世代にも引き継がれるよ
うな仕組みづくりが必要である．
　過疎化が進む地域ではA村だけでなく，高齢者が高
齢者を支援するという状況が必要となっており，豪雪
地域の調査では，自立度が高く生活のゆとりがある方
が生活支援の担い手となる意向が強いという結果が示
されている27）．そういった意味においては今回の調査
では64歳までの次世代の担い手を対象としたため，疾
病保有はあっても主観的健康度は高かったが，時間的
ゆとりについては「ある」と「ない」がほぼ半々であっ
たことから，将来の担い手としての近隣住民や村内で
の生活支援としての互助への参加を働きかけていくこ
とが必要であるが，就業している世代の参加意欲を高
める工夫が必要となる．特に男性は集団に入りたがら
ないという傾向があることから，男性同士の仲間づく
りができる，または親子や夫婦で参加できるといった
要素を含んだものが必要となる10)．また男性の社会参
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加継続の要因として，「肩書きにこだわらず互いをよ
く知ること」「自分たちにできることへの挑戦とその
成果の実感」「縛られない自由と楽しさ」，活動方法に
関する要因として「さまざまな団体との交流や協働」

「活動拠点があること」が挙げられている28）．
　また地域住民の交互作用とコミュニティ・エンパワ
メント形成の実践研究結果では，レクレーションや茶
話会，自分たちでしたいことを企画するなど，住民が
主体的能動的に集いの会づくりに参画し，またボラン
ティアとして運営に携わることで，社会的な役割を得
て社会参加が増えるという結果が得られている29）．さ
らにコミュニティ・エンパワメントの展開としては，
住民自ら地域づくりに参加できるようにすることが必
要であること30）から，機会を押し付けるのでははなく，
こうなりたい，こういったことをしたいといった自己
実現のニーズを把握して，人と人が交流できる場づく
りや自分にできることに対する可能性を見つけていく
ことへの支援が必要となると考えられる．
　今後の地域包括ケアシステム構築においては，課題
を保有する個人に対する専門機関や専門職だけのネッ
トワークだけでなく，インフォーマルな身近な人々が
そのネットワークに含まれる1）が，これらの支援に住
民が参加するには，集落単位での地域特性を考慮した
検討が必要であり，個人の家庭の問題を地区の課題と
して捉え「私たちの問題」とする視点形成が当事者意
識となることが示されている31）．また高齢者支援活動
経験者は，過半数が自分の生活と重ね合わせ自分の親
や自己の老いへの準備行動につながっていたことか
ら，参加することにより自分のこととして考えるよう
になることで今後の老後の生活の不安軽減につながる
可能性も示されている32）．
　以上のことから，個人のエンパワメントを高め，さ
らにその派生効果としてのコミュニティ・エンパワメ
ントを強化していくには，地域の状況や既存する住民
の互助活動を理解できる機会を増やし，困りごとに対
する相談ができるようにしていくことと，その中で自
分にできることは何かを身近な人々の中で話し合える
場づくりとその中に支援機関の専門職や行政の職員も
一緒に参加し，支援に参加することの住民のためらい
や支援の困難さに対し専門機関及び行政ができること
を提示し，住民と同じ目線になって可能な支援方法を
検討することが必要であると考える．
　そして住民がそれらの活動に参加することで地域の
住民とのつながりや成果を感じられるように支援機関
の専門職や行政は支援を行うことで，今回のエンパワ
メント尺度の結果から示された「自分のしたことで人
に喜んでもらえると感じることがある」体験が増やさ

れ，自己効力感の高まりからの積極的行動思考が醸成
されうると考える．

Ⅴ．研究の限界と今後の課題

　本研究は，一山間部の過疎地域を対象とした研究で
あり，地域介入前で当初介入参加が100人を超える想
定であったが，実際のプログラム参加が少なかったこ
とから対照群の設定などを経た介入とならなかったた
め，本調査結果を介入結果とすることには課題がある．
また回収率もベースライン，継続調査40%未満であり，
連続回答でエンパワメント尺度分析数が100人未満で
あったことからも一般化することには限界がある．し
かしながら経時的に観ることが可能となり，住民の交
流や活動の増加がエンパワメントに影響していること
が示唆された．今後は異なる地域を含めることと地域
包括ケアシステムの変化に応じた継続検討が必要であ
る．

Ⅵ．結語

　山間部の過疎地の生活支援を担う次世代の住民のエ
ンパワメントには，信頼できる相談相手，家族以外の
近隣住民との交流や村内での社会参加状況がエンパワ
メントと関連していることが示された．このことは，
人と人とがつながり，何か他の人のために行動するこ
とそのものが，自己の潜在能力を活かすことを表して
いることが示唆された．
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